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1 序論 

1.1 研究の背景 

タイヤは唯一路面に接して車両を支える重要な機械要素であり，その摩擦係数は車両の

性能を左右する重要な因子となる．タイヤの摩擦係数は一般的にゴムの粘弾性特性や路面

の表面特性やなどによって定められ，すべり速度に依存することが知られている[1]．この

ように，タイヤの摩擦現象は様々な要因に依存する複雑な現象であり，モデル化は容易では

ない． 

 タイヤの摩擦現象を複雑にしている要因として，路面表面粗さのマルチスケール性が挙

げられる．従来のモデルでは単一のスケールで見た路面表面粗さのみを考慮していた[2]が，

実際には路面には様々なスケールの粗さが存在している．そのため，タイヤ-路面間の摩擦

係数を正確に推定するためには，路面表面粗さのマルチスケール性を考慮したモデルが必

要である． 

 タイヤゴムの摩擦現象を複雑にしているもう一つの要因として，ゴムの粘弾性特性が挙

げられる．粘弾性特性において，原理の解明や変形挙動の正確な表現を目指し様々な研究が

行われてきた[3][4]．ゴムのような高分子材料を用いた製品を開発する際は，この粘弾性特

性を考慮した解析が重要となる． 

このように，タイヤ-路面間の摩擦現象を正確に記述し，摩擦係数を予測することは非常

に困難である．しかし，企業でのタイヤ設計において，シミュレーション(Fig. 1-1 参照)は不

可欠なものになっており，そこでは摩擦係数の設定が重要な問題となる．そのため，タイヤ

開発において摩擦係数は実験を行うことによって得られているが，莫大な時間と費用を必

要とする．そのため，摩擦現象を正確に表現することができるモデルを構築し，様々な条件

における摩擦係数を予測することができれば，タイヤ開発における開発期間の短縮・費用削

減・シミュレーション制度の向上が期待できる． 

 

 

 

 

Fig. 1-1 Simulation of tire property ( Bridgestone Corporation). 
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1.2 従来の研究 

 Amontons の法則[5]によれば，2 固体間のマクロの摩擦力𝐹𝑓は荷重𝐿に比例し，𝐹𝑓 = 𝜇𝐿を

満たす．ここで，𝜇はマクロな摩擦係数であり，𝐹𝑓は見かけの接触面積に依らない．その後，

真実接触領域についての考察[6]から，摩擦力が真実接触面積に比例することが示された．

これまでに，様々な曲率半径の完全に滑らかな表面に対して，摩擦特性を明らかにするため

の実験やシミュレーションが行われてきた[7]. 

 しかし，ゴムのような超弾性体における摩擦は，多くの点で他の固体間の摩擦特性とは異

なる挙動を示すため，滑らかな表面に対する摩擦理論をゴムの摩擦に適用するのは難しい．

その摩擦特性の違いは，広い周波数帯域で見られるゴムの非常に低い弾性率と大きい内部

摩擦に起因している．ゴムの内部摩擦に起因する摩擦力を評価するためには，表面の粗さに

よるゴムの変形を考えなければならない．そこで，Persson は，単一の粗さを持つ理想化さ

れた表面に対するゴムの摩擦理論を構築した[8][9]．その後，Persson は実際の路面が不規則

に粗い表面を持つことに着目し，様々なスケールの粗さを考慮した摩擦モデルを提案した

[10][11]．この Perssonの摩擦モデルにより，路面表面粗さパワースペクトルとゴムの粘弾性

特性からゴムのヒステリシスロスに起因するゴム‐路面間の摩擦係数を計算することがで

きる．さらに，Persson は，摩擦によるゴムの局所的加熱を取り入れ，より正確な摩擦係数

の導出を試みた[12]．また，表面間の凝着力についても接触理論に基づいた評価が行われて

いる[13][14]．特に，ゴムの局所的加熱の影響については，森住らにより摩擦試験に基づい

た評価も報告されている[15][16]．また，吉村により単一のゴムおよび単一の路面において

摩擦試験と Perssonの摩擦理論を比較する手法が提案されている[17]． 

 上記のように，ゴム-路面間の摩擦において，Persson の摩擦モデルは摩擦係数を予測する

有効な手段であると考えられる．しかし，Persson の摩擦モデルではミクロなスケールにお

けるカットオフ波数の決定方法についての見解が十分ではない．したがって，様々なゴムや

様々な路面において，摩擦試験と摩擦モデルの比較を行うことにより，摩擦モデルの妥当性

を評価する必要がある．  
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1.3 本研究の目的 

 ゴム-路面間の摩擦において， Persson の摩擦モデルは摩擦係数を予測する有効な手段で

あると考えられるが，摩擦試験と比較評価した事例は未だ少ない．吉村の先行研究[17]では，

単一種のゴムと単一種の路面を用いて Perssonの摩擦モデルを検証し，その有用性を示した．

しかし，本モデルがゴムおよび路面の任意の条件において適用可能かどうかは定かではな

い．そこで本研究では，異種ゴム-路面間の摩擦試験と，Perssonの摩擦モデルの適用範囲の

検証といった 2つの目的を設定する． 

 第一の目的では，粘弾性特性が異なる 2 種のゴムと表面特性が異なる 2 種の路面を用い

て，それぞれの試験条件においてすべり速度に依存した摩擦係数を測定し整理する．特に，

2 種の路面に対しては，乾燥(ドライ)条件下と水を散布するウェット条件下の両方に対して

摩擦試験を行い，測定データの拡充を図る． 

 次に第二の目的として，得られた測定データに基づき，Persson の摩擦モデルがどの程度

の範囲で適用できるのかについて議論する．はじめに，ヒステリシス摩擦に対してドライ路

面の実験値と比較することで，Persson の摩擦理論では決定方法が明らかではないカットオ

フ波数についての考察を行う．次に，ヒステリシス摩擦のモデルに加えて，Persson が提案

する凝着摩擦のモデルも適用することで，ドライ路面とウェット路面の両条件下における

実験値との正確な検証を行う．さらに必要に応じてはモデルの拡張を試み，Persson の摩擦

モデルでは不十分な点について議論する．  
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1.4 本論文の構成 

本論文の構成を以下に示す． 

 

第 1章「序論」 

本研究の背景，従来の研究，研究の目的について述べる． 

 

第 2章「タイヤ－路面間の摩擦理論」 

タイヤ－路面間の摩擦について，概要を述べ，本研究で用いる Perssonの接触理論・摩擦

理論について説明する． 

 

第 3章「摩擦試験」 

本研究で用いるゴムおよび路面の特性を示し，実施した直動型摩擦試験の概要と結果を

説明して考察を行う． 

 

第 4章「摩擦係数予測」 

本摩擦理論に基づく摩擦係数の計算を行い，実験値と比較して考察を行う． 

 

第 5章「結論と今後の展望」 

本研究における結論と今後の展望について述べる． 
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2 タイヤ-路面間の摩擦理論 

2.1 摩擦現象のマルチスケール性 

路面表面の凹凸はあらゆるスケールで存在する．例えば，あるスケールで見た凹凸の表面

を拡大すると，さらに小さい凹凸が存在することがわかる．Persson はあらゆるスケールの

凹凸による摩擦力を考慮することで，ゴム-路面間における摩擦理論を構築した． 

表面に様々なスケールの凹凸が存在するとき，その特性を表現するために表面粗さパワ

ースペクトルを用いられる．ここで表面粗さパワースペクトル𝐶(𝑞)は以下のように定義さ

れる． 

 𝐶(𝑞) =
1

(2𝜋)2
∫ 𝑑2𝑥〈ℎ(𝒙)ℎ(𝟎)〉𝑒−𝑖𝒒∙𝒙 (2.1) 

ここで， ℎ(𝒙)は位置𝒙 = (𝑥, 𝑦)における高さプロファイルであり，〈⋯ 〉はアンサンブル平均

を表す．ここでは路面の等方性を仮定しているため，路面表面粗さパワースペクトルは波数

ベクトル𝒒の絶対値𝒒 = |𝑞|のみに依存する．また，路面表面の統計的性質は基準位置に依ら

ないと仮定しているため，高さプロファイルの自己相関関数はℎ(𝒙𝟎 + 𝒙)ℎ(𝒙𝟎) =  ℎ(𝒙)ℎ(𝟎)

となる．つまり，路面表面の高さプロファイルの自己相関関数のアンサンブル平均をフーリ

エ変換したものが，路面表面粗さパワースペクトルである．路面表面粗さパワースペクトル

は，路面凹凸の波数成分ごとの強さを表したものであると表現することもできる． 

 自然生成された表面のパワースペクトルをグラフに表すと，Fig. 2-1のような形状になる．

パワースペクトルがこのような形状になる表面をセルフアフィンフラクタル表面という．

ここで，セルフアフィンフラクタル性は𝑞0 < 𝑞 < 𝑞1の範囲で見られる．𝑞0は低波数ロールオ

フであり，セルフアフィンフラクタル性を示す波数の最小値を示す．𝑞1は高波数カットオフ

であり，その波長は分子スケールである．セルフアフィンフラクタル表面とは，表面の観察

倍率を上げる際，高さを平面座標とは異なる倍率で表示すると，観察倍率を上げる前の表面

と同じ表面プロファイルが見られる表面のことである．具体的には，次のようなスケール変

換を考える． 

 𝑥 → 𝜁𝑥，𝑦 → 𝜁𝑦，𝑧 → 𝜁𝐻𝑧  

ただし𝜁は倍率である．このとき，表面の統計的性質が倍率変更前後で変化しない表面がセ

ルフアフィンフラクタル表面である．ここで，𝐻はハースト数であり，フラクタル次元𝐷fと，

 𝐷f = 3 − 𝐻の関係がある．さらに，セルフアフィンフラクタル表面では，次の関係式が成り

立つ． 

 𝐶(𝑞) = 𝑘 (
𝑞

𝑞0
)

−2(𝐻+1)

 (𝑘 = const. ) (2.2) 
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Fig. 2-1 The surface roughness power spectrum of a self-affine fractal surface. 
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2 タイヤ-路面間の摩擦理論 

2.2 ゴムの粘弾性特性 

粘弾性体は非常に速い変形に対しては弾性的な，非常に遅い変形に対しては粘性的な振

る舞いを見せる．このような挙動をスプリングとダッシュポットの力学モデルによって表

現できれば，数学的に取り扱うことが容易になる．ここで，粘弾性体の典型的な挙動である

クリープと応力緩和を考える．この両挙動を表現するために考案された代表的なモデルが，

Voigt・KelvinモデルとMaxwellモデルである（参照 Fig. 2-2）． 

実際の粘弾性体の力学的挙動は複雑であるため，構成要素数を増やして，より正確に挙動

を近似することになる．そこで，本研究における粘弾性挙動の表現は Fig. 2-3に示す一般化

Maxwellモデルを用いる．現在，粘弾性解析ではこの一般化 Maxwellモデルが広く使用され

ている．一般化 Maxwell モデルの応力緩和式と緩和弾性率はそれぞれ次式のように表され

る． 

 𝜎(𝑡) = 𝜎0 + ∑ 𝜎𝑖𝑒𝑥𝑝 (−
𝑡

𝜏𝑖
)

𝑛

𝑖=1

 (2.3) 

 𝐸(𝑡) = 𝐸0 + ∑ 𝐸𝑖𝑒𝑥𝑝 (−
𝑡

𝜏𝑖
)

𝑛

𝑖=1

 (2.4) 

ここで，𝜎は応力，𝐸はヤング率である．𝜏は緩和時間と呼ばれ，ダッシュポットの粘性係数

𝜂を用いて𝜏 = 𝜂/𝐸で与えられる．また，動的変形を与えた場合の複素弾性率は次のように表

される． 

 𝐸(𝜔) = 𝐸′ + 𝑖𝐸′′ = 𝐸0 + ∑
1

1
𝐸𝑖

+
1

𝑖𝜔𝜂𝑖
 

𝑛

𝑖=1

 (2.5) 

ここで，𝐸′は貯蔵弾性率，𝐸′′は損失弾性率である． 

Perssonの摩擦理論では，式(2.5)で得られる複素弾性率を用いて摩擦係数の計算を行う． 
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(a) (b) 

Fig. 2-2 (a) Voigt・Kelvin Model (b)Maxwell Model. 

 

 

 

 

Fig. 2-3 Generalized Maxwell Model. 
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2.3 Persson の摩擦理論 

2.3.1 接触理論 

平らな表面を持つゴムブロックが，粗い路面表面に押しつけられている状態を考える．こ

のとき，見かけ上ゴムの表面全体が路面に接触しているが，観察倍率を上げ，より詳細に見

ると，そこには接触部と非接触部が混在している．さらにその接触部を拡大して見ると，そ

の中にも接触部と非接触部が混在している（Fig. 2-4 参照）．このように見かけ上の接触領域

は観察倍率によって変化し，最終的な真の接触領域は見かけの接触領域よりも非常に小さ

くなる． 

Persson の摩擦理論においては路面の凹凸を波数空間で表す．つまり，摩擦力を路面の凹

凸の波長の大きさごとに求める．波数は観察倍率に対応し，より大きい波数（より小さい波

長）の凹凸ほど観察倍率は大きい．ここで，ある波数の路面凹凸の摩擦力への寄与を考える

と，実際にゴムの変形をもたらし，摩擦力に寄与するのは，その波数に対応する観察倍率に

おいて，見かけ上ゴムと路面が接触している部分のみである．そこで，波数𝑞における見か

け上の接触領域の割合𝑃(𝑞)を考慮することによって，各スケールの凹凸による摩擦力を正

しく見積もることが可能となる．𝑃(𝑞)は次式のように定義される． 

 𝑃(𝑞) =
𝐴(𝜁)

𝐴0
 (2.6) 

ここで，𝐴0は公称接触領域，𝐴(𝜁)は倍率𝜁における見かけ上の接触領域である．また， 

𝑞 = 𝑞0𝜁，𝑞0は低波数ロールオフであり，𝑞が最も小さい波数𝑞0の𝜁倍の波数であるというこ

とを示している．本節では，この𝑃(𝑞)の導出を説明する． 

 

 

 

 

Fig. 2-4 Elastic contact between a flat rubber and a hard solid substrate. 
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ゴムブロックと路面の接触において，𝐴0を公称接触領域（倍率𝜁 = 1での見かけの接触領

域）とすると，全荷重𝐹𝑁は次式のように表される． 

 𝐹𝑁 = 𝜎0𝐴0  

ここで，𝜎0は公称垂直応力である．長さスケール𝜆 = 𝐿/𝜁を考える．ここで，𝐿は公称接触領

域の直径である．𝑞0 = 2𝜋/𝐿と定義すると，𝑞 = 𝑞0𝜁より， 

 𝑃(𝑞) = 𝑃(𝑞0𝜁) ≡ 𝑃(𝜁)  

倍率𝜁における見かけの接触領域の平均垂直応力を〈𝜎〉𝜁と書けば，全荷重は常に一定である

ので， 

 𝜎0𝐴0 = 𝑃(𝜁)𝐴0  

よって， 

 𝑃(𝜁) =
𝜎0

〈𝜎〉𝜁
 (2.7) 

したがって，𝑃(𝜁)を求めるためには，まず〈𝜎〉𝜁を求めなければならない．長さスケール 

𝜆 = 𝐿/𝜁での応力の確率分布を𝑃(𝜎, 𝜁)と書けば 

 〈𝜎〉𝜁 =
∫ 𝑑𝜎 𝜎𝑃(𝜎, 𝜁)

∞

0

∫ 𝑑𝜎𝑃(𝜎, 𝜁)
∞

0

 (2.8) 

よって，式(2.8)を式(2.7)に代入して， 

 𝑃(𝜁) =
𝜎0 ∫ 𝑑𝜎 𝜎𝑃(𝜎, 𝜁)

∞

0

∫ 𝑑𝜎𝑃(𝜎, 𝜁)
∞

0

 (2.9) 

あるスケールにおいて，見かけ上の接触領域ではゴムと路面は完全に接触していると仮定

すると， 

 𝑃(𝜎, 𝜁) = 〈𝛿 (𝜎 − 𝜎𝜁(𝑥))〉  

ここで，𝜎𝜁(𝒙)は倍率𝜁でかかる垂直応力である． 〈⋯ 〉はアンサンブル平均を表し，次式のよ

うに定義される． 

 〈𝑓(𝑥)〉 =
1

𝐴0
∫ 𝑑2𝑥𝑓(𝑥)  

𝜎𝜁 + ∆𝜎を，長さスケール𝐿/(𝜁 + ∆𝜁)における垂直応力とすると， 

 

𝑃(𝜎, 𝜁 + ∆𝜁) = 〈𝛿(𝜎 − 𝜎𝜁 − ∆𝜎)〉                                 

                         = ∫ 𝑑𝜎′〈𝛿(𝜎′ − ∆𝜎)𝛿(𝜎 − 𝜎𝜁 − 𝜎′)〉 

                   = ∫ 𝑑𝜎′〈𝛿(𝜎′ − ∆𝜎)〉𝑃(𝜎 − 𝜎′, 𝜁) 

 

ここで， 

 〈𝛿(𝜎′ − ∆𝜎)〉 =
1

2𝜋
∫ 𝑑𝑤〈𝑒𝑖𝑤(𝜎′−∆𝜎)〉  
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右辺を∆𝜎 = 0の周りでテイラー展開すると， 

 

〈𝛿(𝜎′ − ∆𝜎)〉 =
1

2𝜋
∫ 𝑑𝑤 〈𝑒𝑖𝑤𝜎′

(1 − 𝑖𝑤∆𝜎 −
𝑤2

2
∆𝜎2 + ⋯ )〉 

=
1

2𝜋
∫ 𝑑𝑤𝑒𝑖𝑤𝜎′

(1 −
𝑤2〈∆𝜎2〉

2
)  

 

ただし，虚数項と 3次以上の微小項は無視した．よって， 

 

𝑃(𝜎, 𝜁 + ∆𝜁) = ∫ 𝑑𝜎′𝑃(𝜎 − 𝜎′, 𝜁)
1

2𝜋
∫ 𝑑𝑤𝑒𝑖𝑤𝜎′

(1 −
𝑤2〈∆𝜎2〉

2
) 

                      = ∫ 𝑑𝜎′𝑃(𝜎 − 𝜎′, 𝜁) [𝛿(𝜎′) +
1

2

𝜕2

𝜕𝜎′2 𝛿(𝜎′)〈∆𝜎2〉] 

= 𝑃(𝜎, 𝜁) +
〈∆𝜎2〉

2

𝜕2𝑃(𝜎, 𝜁)

𝜕𝜎2
                    

 

左辺を∆𝜁 = 0の周りでテイラー展開すれば，次式が得られる．ただし，2次以上の微小項は

無視する． 

 

𝑃(𝜎, 𝜁) +
𝜕𝑃(𝜎, 𝜁)

𝜕𝜁
∆𝜁 = 𝑃(𝜎, 𝜁) +

〈∆𝜎2〉

2

𝜕2𝑃(𝜎, 𝜁)

𝜕𝜎2
 

⇔
𝜕𝑃(𝜎, 𝜁)

𝜕𝜁
=

1

2

〈∆𝜎2〉

∆𝜁

𝜕2𝑃(𝜎, 𝜁)

𝜕𝜎2
                                     

 

よって， 

 
𝜕𝑃

𝜕𝜁
= 𝑓(𝜁)

𝜕2𝑃

𝜕𝜎2
 (2.10) 

ここで， 

 𝑓(𝜁) =
1

2

〈∆𝜎2〉

∆𝜁
  

𝑃(𝜎, 1) = 𝑃0(𝜎)とおくと， 

 𝑃0(𝜎) = 𝛿(𝜎 − 𝜎0)  

式(2.10)は拡散型の方程式である．一般的な拡散方程式における時間項は倍率𝜁に，空間座標

は垂直応力𝜎に置き換えられている．よって，倍率𝜁を上げていく（より小さいスケールを見

ていく）と，𝑃(𝜎, 𝜁)は𝜎空間でより広がっていく．表面間の凝着は無いという仮定では， 

𝜎 = 0で剥離が起こるので，境界条件は次式のようになる． 

 𝑃(0, 𝜁) = 0  

式(2.10)の両辺に𝜎をかけて，𝜎にわたって積分すると， 

 
∫ 𝑑𝜎 𝜎

𝜕𝑃

𝜕𝜁

∞

0

= ∫ 𝑑𝜎 𝜎𝑓(𝜁)
𝜕2𝑃

𝜕𝜎2

∞

0

 

= 0       
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よって， 

 
𝜕

𝜕𝜁
∫ 𝑑𝜎 𝜎𝑃(𝜎, 𝜁)

∞

0

= 0  

𝜁で積分して， 

 ∫ 𝑑𝜎 𝜎𝑃(𝜎, 𝜁)
∞

0

= 𝜎0 (2.11) 

ただし，総荷重はあらゆるスケールで不変という仮定を用いた． 

次に式(2.10)を𝜎にわたって積分すると， 

 

∫ 𝑑𝜎
𝜕𝑃

𝜕𝜁

∞

0

= ∫ 𝑑𝜎𝑓(𝜁)
𝜕2𝑃

𝜕𝜎2

∞

0

                                       

⇔
𝜕

𝜕𝜁
∫ 𝑑𝜎𝑃(𝜎, 𝜁)

∞

0

= 𝑓(𝜁) {
𝜕𝑃(∞, 𝜁)

𝜕𝜎
−

𝜕𝑃(0, 𝜁)

𝜕𝜎
} 

⇔
𝜕

𝜕𝜁
∫ 𝑑𝜎𝑃(𝜎, 𝜁)

∞

0

= −𝑓(𝜁)
𝜕𝑃(0, 𝜁)

𝜕𝜎
                        

 

𝜁で積分して， 

 

[∫ 𝑑𝜎𝑃(𝜎, 𝜁′)
∞

0

]
1

𝜁

= − ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜕𝑃(0, 𝜁′)

𝜕𝜎

𝜁

1

                                

⇔ ∫ 𝑑𝜎𝑃(𝜎, 𝜁)
∞

0

− ∫ 𝑑𝜎𝑃(𝜎, 1)
∞

0

= − ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜕𝑃(0, 𝜁′)

𝜕𝜎

𝜁

1

 

 

 ⇔ ∫ 𝑑𝜎𝑃(𝜎, 𝜁)
∞

0

= 1 − ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜕𝑃(0, 𝜁′)

𝜕𝜎

𝜁

1

                            (2.12) 

式(2.9)に式(2.11)と式(2.12)を代入して， 

 𝑃(𝜁) = 1 − ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜕𝑃(0, 𝜁′)

𝜕𝜎

𝜁

1

 (2.13) 

次に，〈∆𝜎2〉を計算する． 

 

〈𝜎𝑧
2〉 =

1

𝐴0
∫ 𝑑2𝑥𝜎𝑧(𝒙)𝜎𝑧(𝒙)                                                                              

=
1

𝐴0
∫ 𝑑2𝑥𝜎𝑧(𝒙) ∫ 𝑑2𝑞𝜎𝑧(𝒒)𝑒𝑖𝑞𝑥                                                 

=
(2𝜋)2

𝐴0
∫ 𝑑2𝑞𝜎𝑧(−𝒒)𝜎𝑧(𝒒)                                                           

          = ∫ 𝑑2𝑞[𝑀𝑧𝑧(𝒒, 𝒒𝒙𝑣)]−1[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝒒𝒙𝑣)]−1
(2𝜋)2

𝐴0
𝑢𝑧(𝒒)𝑢𝑧(−𝒒) 

𝑢𝑧(𝒒) → ℎ(𝒒)とすれば， 

         = ∫ 𝑑2𝑞[𝑀𝑧𝑧(𝒒, 𝒒𝒙𝑣)]−1[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝒒𝒙𝑣)]−1
(2𝜋)2

𝐴0

〈ℎ(𝒒)ℎ(−𝒒)〉 
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= ∫ 𝑑2𝑞[𝑀𝑧𝑧(𝒒, 𝒒𝒙𝑣)]−1[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝒒𝒙𝑣)]−1𝐶(𝑞)                    

ここで，𝑀𝑧𝑧は次式で表される． 

 (𝑀𝑧𝑧)−1 = −
𝐸𝑞

2(1 − 𝜈2)
  

よって， 

 

〈𝜎𝑧
2〉 =

1

4
∫ 𝑑2𝑞𝑞2𝐶(𝑞) |

𝐸(𝑞𝑣𝑐𝑜𝑠𝜑)

1 − 𝜈2
|

2

         

           =
1

4
∫ 𝑑𝑞𝑞3𝐶(𝑞) ∫ 𝑑𝜑 |

𝐸(𝑞𝑣𝑐𝑜𝑠𝜑)

1 − 𝜈2
|

2

 

 

したがって， 

 

𝑓(𝜁) =
1

2

〈∆𝜎2〉

∆𝜁
                                                        

=
1

2

〈∆𝜎2〉

∆𝑞
𝑞0 (∵ 𝑞 = 𝑞0𝜁)              

=
1

8
𝑞0𝑞3𝐶(𝑞) ∫ 𝑑𝜑 |

𝐸(𝑞𝑣𝑐𝑜𝑠𝜑)

1 − 𝜈2
|

2

 

 

新たに，𝑓(𝜁) = 𝑓(𝑞)と置き，𝑔(𝑞) = 𝑓(𝑞)/𝜎0
2とすると， 

 𝑔(𝑞) =
1

8
𝑞0𝑞3𝐶(𝑞) ∫ 𝑑𝜑 |

𝐸(𝑞𝑣𝑐𝑜𝑠𝜑)

1 − 𝜈2
|

2

 (2.14) 

ここからは，式(2.10)を解くことを考える．式(2.10)を再掲すると， 

 
𝜕𝑃

𝜕𝜁
= 𝑓(𝜁)

𝜕2𝑃

𝜕𝜎2
 (2.10) 

境界条件は， 

 𝑃(0, 𝜁) = 𝑃(𝜎𝑌, 𝜁) = 0 (2.15) 

 𝑃(𝜎, 1) ≡ 𝑃0(𝜎) = 𝛿(𝜎 − 𝜎0) (2.16) 

ここでは，一般的な条件を設定し，𝑃(0, 𝜁)は0 < 𝜎 < 𝜎𝑌でのみ定義されるとした．後に， 

𝜎𝑌 → ∞とすることで最終的な解を導く．式(2.10)の一般解は次式のように表される． 

 𝑃 = ∑ 𝐴𝑛(𝜁)sin (
𝑛𝜋𝜎

𝜎𝑌
)

∞

𝑛=1

 (2.17) 

式(2.17)を式(2.10)に代入して， 

 

∑
𝜕𝐴𝑛

𝜕𝜁
sin (

𝑛𝜋𝜎

𝜎𝑌
)

∞

𝑛=1

= ∑ [−𝑓(𝜁) (
𝑛𝜋

𝜎𝑌
)

2

𝐴𝑛sin (
𝑛𝜋𝜎

𝜎𝑌
)]

∞

𝑛=1

 

⇔
𝜕𝐴𝑛

𝜕𝜁
= −𝑓(𝜁) (

𝑛𝜋

𝜎𝑌
)

2

𝐴𝑛                                                     
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𝜁で積分して， 

 𝐴𝑛(𝜁) = 𝐶exp [− (
𝑛𝜋

𝜎𝑌
)

2

∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜁

1

]  (𝐶 = const. )  

𝜁 = 1を代入すれば， 

 𝐶 = 𝐴𝑛(1)  

よって， 

 𝐴𝑛(𝜁) = 𝐴𝑛(1)exp [− (
𝑛𝜋

𝜎𝑌
)

2

∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜁

1

]  

式(2.17)に代入して， 

 𝑃 = ∑ 𝐴𝑛(1)exp [− (
𝑛𝜋

𝜎𝑌
)

2

∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜁

1

] sin (
𝑛𝜋𝜎

𝜎𝑌
)

∞

𝑛=1

 (2.18) 

三角関数の直交性より，次式が成り立つ． 

 ∫ 𝑑𝜎sin (
𝑛𝜋𝜎

𝜎𝑌
) sin (

𝑚𝜋𝜎

𝜎𝑌
)

𝜎𝑌

0

=
𝜎𝑌

2
𝛿𝑛𝑚 (2.19) 

ここで，𝑛，𝑚は自然数とする．式(2.17)の両辺にsin(𝑚𝜋𝜎/𝜎𝑌)をかけて，0~𝜎𝑌まで積分する

と， 

 

∫ 𝑑𝜎𝑃sin (
𝑚𝜋𝜎

𝜎𝑌
)

𝜎𝑌

0

                                                                                             

= ∑ 𝐴𝑛(1)exp [− (
𝑛𝜋

𝜎𝑌
)

2

∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜁

1

] ∫ 𝑑𝜎sin (
𝑛𝜋𝜎

𝜎𝑌
) sin (

𝑚𝜋𝜎

𝜎𝑌
)

𝜎𝑌

0

∞

𝑛=1

 

 

式(2.19)を用いると， 

 ∫ 𝑑𝜎𝑃sin (
𝑛𝜋𝜎

𝜎𝑌
)

𝜎𝑌

0

= 𝐴𝑛(1)exp [− (
𝑛𝜋

𝜎𝑌
)

2

∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜁

1

]
𝜎𝑌

2
  

さらに，𝜁 = 1を代入すれば， 

 

𝐴𝑛(1) =
2

𝜎𝑌
∫ 𝑑𝜎𝑃(𝜎, 1)sin (

𝑛𝜋𝜎

𝜎𝑌
)

𝜎𝑌

0

 

                  =
2

𝜎𝑌
∫ 𝑑𝜎𝛿(𝜎 − 𝜎0)sin (

𝑛𝜋𝜎

𝜎𝑌
)

𝜎𝑌

0

 

 

 =
2

𝜎𝑌
sin 𝛼𝑛                        (2.20) 

ただし， 

 𝛼𝑛 =
𝑛𝜋𝜎0

𝜎𝑌
≡ 𝑠𝜎0 (2.21) 

式(2.20)を式(2.18)に代入して， 

 𝑃 =
2

𝜎𝑌
∑ sin 𝛼𝑛exp [− (

𝑛𝜋

𝜎𝑌
)

2

∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜁

1

] sin (
𝑛𝜋𝜎

𝜎𝑌
)

∞

𝑛=1

 (2.22) 
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極限𝜎𝑌 → ∞をとると， 

 ∑ →

∞

𝑛

∫ 𝑑𝑛
∞

0

=
𝜎𝑌

𝜋
∫ 𝑑𝑠

∞

0

 (∵ 𝑠 =
𝑛𝜋

𝜎𝑌
)  

よって，式(2.22)は次式のようになる． 

 𝑃 =
2

𝜋
∫ 𝑑𝑠 sin(𝑠𝜎0)exp [−𝑠2 ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)

𝜁

1

] sin(𝑠𝜎)
∞

0

 (2.23) 

ここで，次式に示す𝐽を考える． 

 𝐽 = ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜁

1

  

ただし，式(2.15)より，𝑃(𝜁) = 1 − 𝐽である．式(2.25)より， 

 
𝜕𝑃(0, 𝜁′)

𝜕𝜎
=

2

𝜋
∫ 𝑑𝑠 𝑠 sin(𝑠𝜎0)exp [−𝑠2 ∫ 𝑑𝜁′′𝑓(𝜁′′)

𝜁′

1

] cos(𝑠𝜎)
∞

0

  

よって， 

 𝐽 =
2

𝜋
∫ 𝑑𝑠 𝑠 sin(𝑠𝜎0) ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)

𝜁

1

exp [−𝑠2 ∫ 𝑑𝜁′′𝑓(𝜁′′)
𝜁′

1

]
∞

0

 (2.24) 

ここで， 

 

∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)
𝜁

1

exp [−𝑠2 ∫ 𝑑𝜁′′𝑓(𝜁′′)
𝜁′

1

] = [−
1

𝑠2
exp [−𝑠2 ∫ 𝑑𝜁′′𝑓(𝜁′′)

𝜁′

1

]]

1

𝜁

 

                                                                     =
1

𝑠2
(1 − exp [−𝑠2 ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)

𝜁

1

]) 

 

式(2.26)に代入して， 

 

𝐽 =
2

𝜋
∫ 𝑑𝑠 𝑠 sin(𝑠𝜎0)

1

𝑠2
(1 − exp [−𝑠2 ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)

𝜁

1

])
∞

0

                 

    =
2

𝜋
∫ 𝑑𝑠

sin(𝑠𝜎0)

𝑠

∞

0

−
2

𝜋
∫ 𝑑𝑠

sin(𝑠𝜎0)

𝑠
exp [−𝑠2 ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)

𝜁

1

]
∞

0

 

= 1 −
2

𝜋
∫ 𝑑𝑠

sin(𝑠𝜎0)

𝑠
exp [−𝑠2 ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)

𝜁

1

]
∞

0

                            

 

ただし， 

 
2

𝜋
∫ 𝑑𝑠

sin(𝑠𝜎0)

𝑠

∞

0

= 1  

という関係式を用いた．よって， 

 

𝑃(𝜁) = 1 − 𝐽                                                                             

=
2

𝜋
∫ 𝑑𝑠

sin(𝑠𝜎0)

𝑠
exp [−𝑠2 ∫ 𝑑𝜁′𝑓(𝜁′)

𝜁

1

]
∞

0
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𝑠𝜎0 = 𝑥と置き換えると， 

 𝑃(𝜁) =
2

𝜋
∫ 𝑑𝑥

sin(𝑥)

𝑥
exp [−𝑥2 ∫ 𝑑𝜁′𝑔(𝜁′)

𝜁

1

]
∞

0

 (2.25) 

ただし，𝑔(𝑞) = 𝑔(𝑞0𝜁) ≡ 𝑔(𝜁)であり，式(2.16)によって与えられる．まとめると， 

 𝑃(𝑞) =
2

𝜋
∫ 𝑑𝑥

sin(𝑥)

𝑥
exp[−𝑥2𝐺(𝑞)]

∞

0

 (2.26) 

ただし，式(2.14)より， 

 𝐺(𝑞) =
1

8
∫ 𝑑𝑞 𝑞3𝐶(𝑞)

𝑞

𝑞0

∫ 𝑑𝜑 |
𝐸(𝑞𝑣𝑐𝑜𝑠𝜑)

(1 − 𝜈2)𝜎0
|

22𝜋

0

 (2.27) 

さらに，ほとんどの場合，𝜎0 ≪ 𝐸(0)であり，この場合𝐺(𝑞) ≫ 1となり，式(2.21)の積分範囲

の内𝑥 ≪ 1の部分の寄与のみが計算結果に影響する．よって，sin 𝑥 ≈ 𝑥と近似することがで

き，次式が成り立つ． 

 
𝑃(𝑞) =

2

𝜋
∫ 𝑑𝑥

sin(𝑥)

𝑥
exp[−𝑥2𝐺(𝑞)]

∞

0

 

           = [𝜋𝐺(𝑞)]−1/2 (∵ ガウス積分) 

 

このとき，𝑃(𝑞)~𝜎0が成り立つので，2.3.2項で導出する摩擦係数の式と合わせると，摩擦係

数が公称垂直応力𝜎0に依存しないことがわかる．さらに，𝐺(𝑞) → 0のとき𝑃(𝑞) → 1を考慮す

ると，補間公式より，次の近似式が成り立つ． 

 𝑃(𝑞) = (1 + [𝜋𝐺(𝑞)]3/2)
−1/3

 (2.28) 
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2.3.2 すべり摩擦 

ゴムブロックが粗い路面上をすべる際の変位場𝒖(𝒙, 𝑡)について， 

 𝒖(𝒙, 𝑡) = 𝒖(𝒙 − 𝒗𝑡)  

と仮定すると， 

 𝒖(𝒒, 𝜔) =
1

(2𝜋)3
∫ 𝑑2𝑥𝑑𝑡𝒖(𝒙 − 𝒗𝑡)𝑒−𝑖(𝒒∙𝒙−𝜔𝑡)  

ここで，𝒙 − 𝒗𝑡 = 𝒌とおくと，𝒗は𝒙に依存しないため𝑑𝑘/𝑑𝑥 = 1より， 

 𝒖(𝒒, 𝜔) =
1

(2𝜋)3
∫ 𝑑2𝑘𝑑𝑡𝒖(𝒌)𝑒−𝑖𝒒∙𝒌+𝑖(𝜔−𝒒∙𝒗)  

 = 𝛿(𝜔 − 𝒒 ∙ 𝒗)𝒖(𝒒)                (2.29) 

Fig. 2-5 より，ゴムと路面間のせん断摩擦力を𝜎𝑓とすると，時間𝑡0の間に摩擦によって散

逸するエネルギー∆𝐸は， 

 ∆𝐸 = 𝜎𝑓𝐴0𝑣𝑡 (2.30) 

また，Fig. 2-6のように∆𝐸をゴムの変形に使われたエネルギーとして表すと， 

 

∆𝐸 = ∫ 𝑑2𝑥𝑑𝑡𝒖̇(𝒙, 𝑡) ∙ 𝝈(𝒙, 𝑡)                                                  

    = ∫ 𝑑2𝑥𝑑𝑡 [
𝑑

𝑑𝑡
∫ 𝑑2𝑞𝑑𝜔𝒖(𝒒, 𝜔)𝑒𝑖(𝒒∙𝒙−𝜔𝑡)] ∙ 𝝈(𝒙, 𝑡) 

       = ∫ 𝑑2𝑞𝑑𝜔(−𝑖𝜔)𝒖(𝒒, 𝜔) [∫ 𝑑2𝑥𝑑𝑡𝝈(𝒙, 𝑡)𝑒𝑖(𝒒∙𝒙−𝜔𝑡)] 

 

 = (2𝜋)3 ∫ 𝑑2𝑞𝑑𝜔(−𝑖𝜔)𝒖(𝒒, 𝜔) ∙ 𝝈(−𝒒, −𝜔)         (2.31) 

ここで， 

 𝑢𝑧(𝒒, 𝜔) = 𝑀𝑧𝑧(𝒒, 𝜔)𝜎𝑧(𝒒, 𝜔)  

より， 

 𝜎𝑧(−𝒒, −𝜔) = [𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝜔)]−1𝑢𝑧(−𝒒, −𝜔)  

式(2.31)に代入して，式(2.29)を用いると， 

∆𝐸 = (2𝜋)3 ∫ 𝑑2𝑞𝑑𝜔(−𝑖𝜔)𝑢𝑧(𝒒, 𝜔)[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝜔)]−1𝑢𝑧(−𝒒, −𝜔)                                       

       = (2𝜋)3 ∫ 𝑑2𝑞𝑑𝜔(−𝑖𝜔)𝛿(𝜔 − 𝒒 ∙ 𝒗)𝛿(−𝜔 + 𝒒 ∙ 𝒗)[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝜔)]−1𝑢𝑧(𝒒)𝑢𝑧(−𝒒) 

= (2𝜋)3 ∫ 𝑑2𝑞𝑑𝜔(−𝑖𝜔)[𝛿(𝜔 − 𝒒 ∙ 𝒗)]2[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝜔)]−1𝑢𝑧(𝒒)𝑢𝑧(−𝒒)                
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Fig. 2-5 The energy dissipated during the time period t0 (macro). 

 

 

 

 

Fig. 2-6 The energy dissipated during the time period t0 (micro). 
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ここで， 

 

[𝛿(𝜔 − 𝒒 ∙ 𝒗)]2 = 𝛿(𝜔 − 𝒒 ∙ 𝒗)𝛿(0) 

                                        = 𝛿(𝜔 − 𝒒 ∙ 𝒗)
1

2𝜋
∫ 𝑑𝑡

∞

−∞

 

                                       = 𝛿(𝜔 − 𝒒 ∙ 𝒗)
1

2𝜋
∫ 𝑑𝑡

𝑡0
2

−
𝑡0
2

 

                          =
𝑡0

2𝜋
𝛿(𝜔 − 𝒒 ∙ 𝒗) 

 

という関係式を用いると， 

 

∆𝐸 = (2𝜋)2𝑡0 ∫ 𝑑2𝑞𝑑𝜔(−𝑖𝜔)𝛿(𝜔 − 𝒒 ∙ 𝒗)[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝜔)]−1𝑢𝑧(𝒒)𝑢𝑧(−𝒒) 

= (2𝜋)2𝑡0 ∫ 𝑑2𝑞(−𝑖𝜔)[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝜔)]−1𝑢𝑧(𝒒)𝑢𝑧(−𝒒)                       

(2.32) 

式(2.32)と式(2.30)を比較して， 

 

𝜎𝑓𝐴0𝑣𝑡 = (2𝜋)2𝑡0 ∫ 𝑑2𝑞(−𝑖𝜔)[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝜔)]−1𝑢𝑧(𝒒)𝑢𝑧(−𝒒) 

⇔ 𝜎𝑓 =
(2𝜋)2

𝑣𝐴0
∫ 𝑑2𝑞(−𝑖𝜔)[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝜔)]−1〈𝑢𝑧(𝒒)𝑢𝑧(−𝒒)〉      

(2.33) 

ここで，〈⋯ 〉はアンサンブル平均を表し， 

 
〈𝑢𝑧(𝒒)𝑢𝑧(−𝒒)〉 =

1

𝐴0
∫ 𝑑2𝑥𝑢𝑧(𝒒)𝑢𝑧(−𝒒) 

             = 𝑢𝑧(𝒒)𝑢𝑧(−𝒒) 

 

という関係式を用いた．さらに，ゴムが𝑥方向にすべるとすれば，𝜔 = 𝑞𝑥𝑣と書けるので， 

 

 𝜎𝑓 = −𝑖
(2𝜋)2

𝐴0
∫ 𝑑2𝑞 𝑞𝑥〈𝑢𝑧(𝒒)𝑢𝑧(−𝒒)〉[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝑞𝑥𝑣)]−1 (2.34) 

路面の表面プロファイルは次のように記述される． 

 𝑢𝑧 = ℎ(𝒙) (𝒙 = (𝑥, 𝑦))  

ゴムが路面上をすべる際，路面の表面プロファイルに完全に追従するとすれば， 

 𝑢𝑧 = ℎ(𝒙)  

と書けるので，式(2.34)は次のように表される． 

 𝜎𝑓 = −𝑖
(2𝜋)2

𝐴0
∫ 𝑑2𝑞 𝑞𝑥〈ℎ(𝒒)ℎ(−𝒒)〉[𝑀𝑧𝑧(−𝒒, −𝑞𝑥𝑣)]−1 (2.35) 
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ここで，式(2.1)を再掲すると， 

 𝐶(𝑞) =
1

(2𝜋)2
∫ 𝑑2𝑥〈ℎ(𝒙)ℎ(𝟎)〉𝑒−𝑖𝒒∙𝒙 (2.1) 

さらに，〈ℎ(𝒙)ℎ(𝒙′)〉が𝒙 − 𝒙′のみに依存することを用いると，次の関係式が得られる． 

 〈ℎ(𝒒)ℎ(−𝒒)〉 =
𝐴0

(2𝜋)2
𝐶(𝑞) (2.36) 

式(2.36)と𝑀𝑧𝑧を式(2.35)に代入すれば 

 

𝜎𝑓 = −𝑖
(2𝜋)2

𝐴0
∫ 𝑑2𝑞 𝑞𝑥

𝐴0

(2𝜋)2
𝐶(𝑞) [−

2(1 − 𝜈2)

𝐸(−𝜔)𝑞
]

−1

 

= 𝑖
1

2
∫ 𝑑2𝑞 𝑞2cos 𝜑𝐶(𝑞)

𝐸(−𝜔)

1 − 𝜈2
                           

=
1

2
∫ 𝑑2𝑞 𝑞2cos 𝜑𝐶(𝑞)Im

𝐸(𝑞𝑣cos 𝜑)

1 − 𝜈2
               

(2.37) 

𝑞𝑥 = 𝑞cos 𝜑，𝐸 = 𝐸(𝜔) = 𝐸(𝑞𝑣cos 𝜑)である．厳密には𝑣も周波数に依存するが，その依存

度は無視できるほど小さい．Amontons-Coulomb の法則より，摩擦係数𝜇ℎを𝜇ℎ = 𝜎𝑓/𝜎0と

定義すると， 

 𝜇ℎ =
1

2
∫ 𝑑2𝑞 𝑞2cos 𝜑𝐶(𝑞)𝑃(𝑞)Im

𝐸(𝑞𝑣cos 𝜑)

(1 − 𝜈2)𝜎0
 (2.38) 

ここで，2.3.1 項で導出した真実接触面積の割合𝑃(𝑞)を導入した．さらに，波数空間にお

いて直交座標から極座標への座標変換を考えると， 

 

{
𝑞𝑥 = 𝑞cos 𝜑
𝑞𝑦 = 𝑞sin 𝜑 ⇒ {

𝑑𝑞𝑥 = cos 𝜑𝑑𝑞 − 𝑞sin 𝜑𝑑𝜑
𝑑𝑞𝑦 = sin 𝜑𝑑𝑞 + 𝑞cos 𝜑𝑑𝜑

 

                                  ⇔ [
𝑑𝑞𝑥

𝑑𝑞𝑦
] = [

cos 𝜑 −𝑞sin 𝜑
sin 𝜑 𝑞cos 𝜑

] [
𝑑𝑞
𝑑𝜑

] 

 

右辺の行列のヤコビアン|𝐽|は， 

 |𝐽| = 𝑞cos2 𝜑 + 𝑞sin2 𝜑 = 𝑞  

よって， 

 𝑑2𝑞 = 𝑑𝑞𝑥𝑑𝑞𝑦 = 𝑞𝑑𝑞𝑑𝜑  

したがって，式(2.38)は次のように表される． 

 𝜇ℎ =
1

2
∫ 𝑑2𝑞 𝑞3𝐶(𝑞)𝑃(𝑞) ∫ 𝑑𝜑cos 𝜑Im

𝐸(𝑞𝑣cos 𝜑)

(1 − 𝜈2)𝜎0

2𝜋

0

 (2.39) 

〈ℎ2〉 = ℎ0
2/2と定義し，さらに，路面がセルフアフィンフラクタル性を持つと仮定する

と，式(2.2)より， 

 
ℎ0

2

2
= 2𝜋 ∫ 𝑑𝑞 𝑞𝐶(𝑞)

𝑞1

𝑞0
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= 2𝜋 ∫ 𝑑𝑞 𝑞𝑘 (
𝑞

𝑞0
)

−2(𝐻+1)𝑞1

𝑞0

       

=
𝜋

𝐻
𝑞0

2(𝐻+1)𝑘(𝑞0
−2𝐻 − 𝑞1

−2𝐻) 

ここで，𝑞0 ≪ 𝑞1より， 

 
ℎ0

2

2
≅ 𝑞0

2𝑘  

よって， 

 𝑘 ≈
𝐻

2𝜋
(

ℎ0

𝑞0
)

2

  

したがって， 

 𝐶(𝑞) ≈
𝐻

2𝜋
(

ℎ0

𝑞0
)

2

(
𝑞

𝑞0
)

−2(𝐻+1)

 (2.40) 

式(2.40)を式(2.39)に代入して，𝑞 = 𝑞0𝜁を用いて𝜇を𝜁で表した近似式は次のようになる． 

 𝜇ℎ ≈
1

4𝜋
(𝑞0ℎ0)2𝐻 ∫ 𝑑𝜁 𝜁−2𝐻+1𝑃(𝜁) ∫ 𝑑𝜑cos 𝜑Im

𝐸(𝜁𝑞0𝑣cos 𝜑)

(1 − 𝜈2)𝜎0

2𝜋

0

𝑞1/𝑞0

1

 (2.41) 

さらに，式(2.27)は次のように書きかえられる． 

 𝐺(𝜁) =
1

16𝜋
(𝑞0ℎ0)2𝐻 ∫ 𝑑𝜁′ 𝜁′−2𝐻+1

𝑃(𝜁) ∫ 𝑑𝜑 |
𝐸(𝑞0𝜁′𝑣cos 𝜑)

(1 − 𝜈2)𝜎0
|

22𝜋

0

𝜁

1

 (2.42) 
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3.1 ゴムサンプルの粘弾性特性 

本研究の摩擦試験では，ゴムサンプルとして「Rubber1」および「Rubber2」を用いる．以

降，それぞれ「R1」，「R2」と称する．ゴムサンプルの配合データを Table 3-1に示す．ただ

し，phrはゴム重量 100 に対する各種配合剤の重量部である． 

Perssonの理論による摩擦係数の計算にはゴム試験片の複素弾性率が必要である．そこで，

ゴム試験片の複素弾性率を粘弾性試験によって求めた．複数の温度条件下で計測を実施し，

WLF 変換式により周波数𝑓をシフトして重ね合わせを行い，周波数範囲5.0 × 10−1~1.25 ×

106 Hzにおける複素弾性率を算出した．WLF変換式は次式で表される． 

 log 𝑎𝑇 =
−𝐶1(𝑇 − 𝑇𝑠)

𝐶2 + 𝑇 − 𝑇𝑠
 (3.1) 

ここで，𝑎𝑇はシフトファクター，𝑇𝑠は基準温度である．本研究の摩擦試験では𝑇𝑠 = 25 ℃と

し，𝐶1，𝐶2は Table 3-1の値を用いる．Fig. 3-1は5.0 × 10−1~1.25 × 106 Hzにおいて測定した

粘弾性応答に一般化Maxwellモデルを適用して得られたフィッティング曲線を示している．

損失正接tan 𝛿とは，貯蔵弾性率𝐸′に対する損失弾性率𝐸′′の割合，すなわちtan 𝛿 = 𝐸′′/𝐸′で

ある．また， 1~102 Hzの範囲では，実験値を基に複素弾性率を直線近似をしている． 

R1において，0~106 Hzの周波数帯域では，貯蔵弾性率，損失弾性率ともに増加し，106 Hz

付近で損失弾性率はピークを迎え，より大きい周波数では減少に転じている．R2 において

は，損失弾性率がピークに達する周波数が105 Hz付近になっている． 

 

 

 

Table 3-1 Test piece properties. 

 R1 R2 

SBR [phr] 100 100 

Carbon black [phr] 60 70 

Softener [phr] 40 40 

Sulfur [phr] 1.5 1.5 

Others Age inhibitor，Rubber accelerator，etc. 

 

 

  

Table 3-2 Constants in the WLF equation. 

 R1 R2 

𝐶1 3.06 10.36 

𝐶2 92.7 144.5 
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Fig. 3-1 The complex modulus of elasticity. 
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3.2 路面の表面粗さパワースペクトル 

3.2.1 路面サンプル 

本研究の摩擦試験では，路面サンプルとして Fig. 3-2 に示す 3M 社製すべり止めテープ

「セーフティ・ウォーク タイプ B」および MARAZZI 社製タイル「コンテニュア」を用い

る．以降，それぞれ「路面 A」，「路面 B」と称する． 

 

 

(a) (b) 

Fig. 3-2 (a)Safety-Walk type B (Surface A), (b)Continua (Surface B). 
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3.2.2 表面高さデータの測定 

路面サンプルの表面粗さパワースペクトルを得るため，まず，表面凹凸の高さデータを計

測する必要がある．本研究では，Fig. 3-3に示すレーザー顕微鏡（KEYENCE VK-9500）およ

びマクロスコープ（KEYENCE VR-3100）を用いて計測を行った．Table 3-3に計測条件を示

す．レーザー顕微鏡においては，10倍と 100倍の 2種の対物レンズを用いて，計測倍率 200

倍と 2000倍で，それぞれの路面に対して測定を行った．さらに，路面 Aにおいては，マク

ロスコープを用いて，測定倍率 40倍で測定を行った．本計測では， 路面 Aにおいては，3

種の計測倍率により，また，路面Bにおいては，2種類の計測倍率により，103 < 𝑞 < 107[1/m]

の波数範囲の表面粗さパワースペクトルを得る． 

 

 

 

 

 

(a) (b) 

Fig. 3-3 (a)Laser microscope, (b)Macroscope. 

 

 

 

Table 3-3 Conditions of the measurements of the microscope and macroscope. 

Measuring machine 
Macroscope 

(KEYENCE VR-3100) 

Laser microscope 

(KEYENCE VK-9500) 

Observed area 15.161 × 15.161 [mm2] (× 40) 
2.849 × 2.849 [mm2] (× 200) 

0.281 × 0.281 [mm2] (× 2000) 

Points 2048 × 2048 2048 × 2048 
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3.2.3 表面粗さパワースペクトルの計算 

得られた表面高さデータから，路面 A と路面 B のそれぞれの表面粗さパワースペクトル

を計算した．路面 A，路面 B の表面粗さパワースペクトルを Fig. 3-4に示す．横軸は波数𝑞，

縦軸は表面粗さパワースペクトル𝐶(𝑞)である．実表面の表面粗さパワースペクトルにはば

らつきが存在するため，𝐶(𝑞)を求める際，波数𝑞に対する平均化処理を行った．また，各観

測倍率において計測のノイズの影響が出ていると考えられる高波数領域のデータはカット

した．計算結果から，路面の表面粗さパワースペクトルの低波数領域における水平部分およ

び高波数領域における傾斜部分がそれぞれほぼ直線で得られ，観察した倍率において，路面

表面がセルフアフィンフラクタル性を有することが分かる．ここで，低波数領域における

𝐶(𝑞)の平均値を用いて横軸に並行な 1 本目の直線を生成し，高波数領域における傾斜部分

を近似することにより 2 本目の直線を生成し対応する傾き𝑎を得る．𝑎 = −2(𝐻 + 1)の関係

式によりハースト指数𝐻 を決定する．また，2本の直線の交点を計算し，その点の波数より

ロールオフ波数𝑞0を得る． 

路面 A および路面 B の表面粗さパワースペクトルより得られた情報を Table 3-4 に示す．

ℎ0は〈ℎ2〉 = ℎ0
2/2により定義され，路面の平均粗さに対応する． 
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(a) 

 

(b) 

Fig. 3-4 The surface roughness power spectrum: (a)Surface A, (b)Surface B. 
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Table 3-4 Calculated properties of the two surface specimens. 

 Surface A Surface B 

Surface sample 
Safety-Walk type B 

(3M Japan Ltd) 

Continua 

(MARAZZI Japan Co.,Ltd.) 

𝑞0 [1/m] 5070.0 3341.7 

ℎ0 [𝜇m] 82.8859 50.5383 

𝐻 0.63069 0.60671 
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3.3 直動型摩擦試験の概要 

本試験には，Fig. 3-5 に示す直動型摩擦試験機 TL201Ts（株式会社トリニティーラボ）を

用いる．本試験機は，移動テーブルが指定した速度で地面と平行に移動し，ロードセルによ

りせん断摩擦力を計測し，垂直負荷荷重とせん断摩擦力の比から摩擦係数を求める．本試験

では，移動テーブル上に路面を固定し，また，平面接触子にゴムサンプルを取付け，分銅を

用いて垂直荷重を負荷した．  

 

Fig. 3-5 Straight type friction tester. 
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3.4 異種ゴム-路面における直動型摩擦試験 

3.4.1 試験概要 

本試験では 2 種類のゴムサンプルおよび 2 種類の路面を使用した．ゴムサンプルの寸法

は，28.3 mm × 28.3 mm × 4.0 mmである．垂直荷重は200 gを負荷し，公称垂直応力は 

𝜎0 = 2450 Paで一定とする．Fig. 3-6 に概略的に示すように，各ゴムサンプルにおいて，摺

動方向前方の 1辺のエッジ部分を面取りし，丸みづけを行った．以下エッジ処理と称する．

すべり速度𝑣については，温度上昇および摩耗の影響が少ない低速度領域（10−4 ≤ 𝑣 ≤

10−2[m/s]）において試験を行った．ここで，サンプリングスピードは10−3 s と十分に小さ

く，測定距離20.0 mmで十分なデータ点数が確保できた． 

試験条件を Table 3-5に示す．ここで，各試験における試行回数は 3回である． 

 

 

 

 

Fig. 3-6 A cross sectional view of edge-processed rubber sample. 

 

 

 

Table 3-5 Conditions of the friction tests for the dry surfaces. 

Rubber 

sample 
Surface Weight [g] 

Sliding velocity 

[mm/s] 

Measuring 

distance [mm] 

The number 

of trials 

R1 A 200 0.1~10.0 20.0 3 

R2 A 200 0.1~10.0 20.0 3 

R1 B 200 0.1~10.0 20.0 3 

R2 B 200 0.1~10.0 20.0 3 
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3.4.2 試験結果 

路面 Aおよび路面 Bにおける試験結果を Fig. 3-7に示す．また，ゴムサンプル R1および

R2 の，路面の違いによる比較を Fig. 3-8 に示す．摺動開始直後のデータは，計測が安定し

なかったために除いた．ここで，すべり速度において，式(3.1)に示されるWLF変換式を用

い，温度が𝑇 = 25[℃]における値にシフトを行った．また，図中のエラーバーは，各すべり

速度における全試行を通しての標準偏差𝑆を表す． 

各試験において，低速度領域から中速度領域においては摩擦係数が単調増加している．高

速度領域においては摩擦係数の減少が見られる．高速度領域においては，摺動面での温度上

昇が生じ，摩擦係数が減少したと考えられる．また，摩擦係数がすべり速度の増加に伴い低

下する場合には，スティックスリップと呼ばれる現象が発生し，摩擦係数が減少することが

知られている[18]． 

Fig. 3-7 より，路面 A において，すべり速度に対する摩擦係数の増加率は R1が R2と比

較して大きい．また，摩擦係数について，𝑣 ≤ 10−3 m/sの領域においては R2 が R1 と比較

して大きく，𝑣 ≥ 10−3 m/sの領域においては R1が R2 と比較して大きい．路面 B において，

すべり速度に対する摩擦係数の増加率は，路面 A と同様に，R1 が R2 と比較して大きい．

また，摩擦係数について，全速度領域において R1が R2と比較して大きい． 

Fig. 3-8より，R1において，すべり速度に対する摩擦係数の増加率は路面 Bが路面 A と

比較して大きい．また，摩擦係数について，全速度領域において路面 B が路面 A と比較し

て大きい．R2において，すべり速度に対する摩擦係数の増加率は，路面 Bが路面 A と比較

して大きい．また，摩擦係数について，全速度領域において路面 A が路面 B と比較して大

きく，R1と逆の結果となった． 
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(a) 

 

(b) 

Fig. 3-7 μ-v curves comparing R1 with R2 (a)Surface A (b)Surface B. 
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(a) 

 

(b) 

Fig. 3-8 μ-v curves comparing Surface A with Surface B (a)R1 (b)R2.  
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3.5 路面に水を散布した場合における直動型摩擦試験 

3.5.1 試験概要 

本節では，路面に霧吹きを用いて純水を吹き付けた場合における試験を行い，3.4節の結

果と比較することで水の散布の有無による影響を評価する．以下，水の散布がない場合を

「ドライ」，水の散布がある場合を「ウェット」と表記する． 

 試験に用いるゴムサンプル，路面，および測定条件は 3.4 節と同様である．試験条件を

Table 3-6に示す． 

 

 

 

Table 3-6 Conditions of the friction tests for the wet surfaces. 

Rubber 

sample 
Surface Weight [g] 

Sliding velocity 

[mm/s] 

Measuring 

distance [mm] 

The number 

of trials 

R1 A 200 0.1~10.0 20.0 3 

R2 A 200 0.1~10.0 20.0 3 

R1 B 200 0.1~10.0 20.0 3 

R2 B 200 0.1~10.0 20.0 3 
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3.5.2 試験結果 

路面 Aおよび路面 Bにおける試験結果を Fig. 3-9に示す．また，2種類のゴムサンプルお

よび 2種類の路面の，ドライおよびウェットの比較をそれぞれ Fig. 3-10，Fig. 3-11に示す．

3.4 節と同様に，すべり速度において，式(3.1)に示される WLF 変換式を用い，温度が 

𝑇 = 25[℃]における値にシフトを行った．また，図のエラーバーは，各すべり速度における

全試行を通しての標準偏差𝑆を表す． 

各試験において，ウェットはドライと比較して全すべり速度域で摩擦係数の減少が見ら

れた．これは，ゴム-路面間において水が潤滑剤の役割を果たしたことにより，凝着摩擦の

影響がなくなったためだと考えられる． 

Fig. 3-10 より，路面 A の場合，R1 および R2 において，すべり速度に対する摩擦係数の

増加率について，ドライとウェットの違いは見られない．また，R2は R1と比較して，摩擦

係数の減少値が大きい．Fig. 3-11 より，路面 B の場合，R1 および R2 において，すべり速

度に対する摩擦係数の増加率について，ドライはウェットと比較して大きい．また，路面 B

の場合，R1 は R2 と比較して摩擦係数の減少値が大きい．R1 および R2 において，路面 B

は路面 A と比較して，摩擦係数の減少値が大きい． 
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(a) 

 

(b) 

Fig. 3-9 μ-v curves comparing R1 with R2 under wet conditions for 

(a) Surface A and (b) Surface B. 
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(a) 

 

(b) 

Fig. 3-10μ-v curves comparing between dry and wet conditions of Surface A for 

(a) R1 and (b) R2. 
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(a) 

 

(b) 

Fig. 3-11μ-v curves comparing between dry and wet conditions of Surface B for 

(a) R1 and (b) R2. 
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第4章 摩擦係数予測 
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4.1  摩擦試験に基づくカットオフ波数𝑞1の同定 

4.1.1 Perssonの摩擦モデルによるカットオフ波数𝑞1の同定 

2章で導出した摩擦係数の計算式を再掲する． 

 𝜇ℎ =
1

4𝜋
(𝑞0ℎ0)2𝐻 ∫ 𝑑𝜁 𝜁−2𝐻+1𝑃(𝜁) ∫ 𝑑𝜑cos 𝜑Im

𝐸(𝜁𝑞0𝑣cos 𝜑)

(1 − 𝜈2)𝜎0

2𝜋

0

𝑞1/𝑞0

1

 (4.1) 

ここで，接触領域の割合𝑃(𝜁)は次のように計算される． 

 𝑃(𝜁) = (1 + [𝜋𝐺(𝜁)]3/2)
−1/3

 (4.2) 

 𝐺(𝜁) =
1

16𝜋
(𝑞0ℎ0)2𝐻 ∫ 𝑑𝜁′ 𝜁′−2𝐻+1

𝑃(𝜁) ∫ 𝑑𝜑 |
𝐸(𝑞0𝜁′𝑣cos 𝜑)

(1 − 𝜈2)𝜎0
|

22𝜋

0

𝜁

1

 (4.3) 

Persson の摩擦理論においては，ミクロ領域の力学的取り扱いについての考察が不足して

おり，カットオフ波数𝑞1の理論的決定法が示されていない．本研究では，カットオフ波数𝑞1

の同定を行うために，式(4.1)-(4.3)を用いて𝑞1 = 𝜁max𝑞0で定義される𝜁maxに対する感度解析

を行う．具体的には，𝜁max = 102.4，102.7，103.0，103.4について摩擦係数の計算を行う．

はじめに，本節では R2とウェット状態の路面 Aにおける理論予測値と実験値との比較を行

う．式(4.1)では凝着項が考慮されていないため，凝着項の影響が無視できるウェット表面の

摩擦係数値と直接比較することが可能である．計算条件を Table 4-1 に示す．また，実験値

および計算値の比較を Fig. 4-1に示す．  

Fig. 4-1より，𝜁max = 103.4において，𝑣 = 10−4 m/sで摩擦係数が良く一致しているが，す

べり速度に対する摩擦係数の増加率は，計算値が実験値と比較して大きい．𝜁max = 102.4，

𝜁max = 102.7において，𝑣 ≤ 10−3 m/sの領域ですべり速度に対する摩擦係数の増加率は良く

一致しているが，摩擦係数の値としては実験値の方が計算値と比較して大きい．ここで，

Lorenz らは観察された最小の摩耗粒子の大きさから𝑞1 = 5 × 106 1/mとしている[20]．

𝜁max = 103.4において𝑞1~107 1/m，𝜁max = 102.4，102.7において𝑞1~106 1/mであり， 𝜁max =

102.4，102.7の場合は適当なオーダーを有していると言える． 
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Table 4-1 Calculation conditions for R2 and Surface A. 

Surface data 

 Surface A 

𝑞0 [1/m] 6684.93 

ℎ0 [1/m] 76.5587 

𝐻 0.630691 

Rubber data 

 Rubber 2 

Viscoelastic property 

𝐸(𝜔) [Pa] 

if 𝜔 < 2𝜋 × 102 

Re 𝐸(𝜔) = ∑ 𝐸𝑖

𝑛

𝑖=0

  

Im 𝐸(𝜔) = (
𝜔

2𝜋
)

0.15

× 106.634

 

if 𝜔 ≥ 2𝜋 × 102 

𝐸0 + ∑{(1/𝐸𝑖) + (1/𝑖𝜔𝜂𝑖)}−1

𝑛

𝑖=0

 

Poisson’s ratio 𝜈 0.49 

Normal stress 𝜎0 [Pa] 2450.0 

Maximum magnification 𝜁max 102.4，102.7，103.0，103.4 

Sliding speed range [m/s] 1.0×10-4～1.0×10-2 
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Fig. 4-1  -v curves comparing the calculation with the experiment for R2 and Surface A 

under wet condition. 

  



53 
4 摩擦係数予測 

4.1.2 非線形粘弾性挙動を考慮した摩擦係数予測 

 前項において，𝜁max = 102.4，102.7の場合に，すべり速度に対する摩擦係数の増加率が良

く一致よく一致した．また，𝑞1のオーダーが適当であったが，摩擦係数の値としては実験

値の方が計算値と比較して大きい． 

 ここで，ゴムの貯蔵弾性率はひずみ依存性があり，ひずみが大きくなると一般的には貯蔵

弾性率は低下する傾向にある．これを非線形粘弾性挙動(Payn 効果)と呼ぶ[19]．そこで，貯

蔵弾性率𝐸′を𝛽𝐸′に修正し，再度計算を実行する．ただし，𝛽は0 ≤ 𝛽 ≤ 1を満たすパラメー

タである．具体的には𝛽 = 0.35，0.50の場合について計算を行う．計算条件は Table 4-1同様

である． 

 実験値および計算値の比較を Fig. 4-2に示す．実験値は R2およびウェットな路面 A の条

件における摩擦係数値を用いた．Fig. 4-2より，𝛽 = 0.35において，𝑣 ≤ 10−3 m/sの領域で，

𝜁max = 102.4での計算値と実験値が良く一致する．また，𝛽 = 0.50において，𝑣 ≤ 10−3 [m/s]

の領域で，𝜁max = 102.7での計算値と実験値が良く一致する． 
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(a) 

 

(b) 

Fig. 4-2 -v curves accounting for nonlinear viscoelastic behavior (R2, Surface A) 

(a) 𝜷 = 𝟎. 𝟑𝟓 (b) 𝜷 = 𝟎. 𝟓𝟎. 
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4.1.3 凝着摩擦を考慮した摩擦係数予測 

ウェット状態の路面においては，水が潤滑剤の役割を果たしており，凝着項の影響が

無視できる．一方，ドライ状態の路面においてはゴム-路面間の接触領域において凝着

摩擦が生じる．凝着項の摩擦係数𝜇𝑎を考慮すると，摩擦係数𝜇は次のように表される． 

 𝜇 = 𝜇ℎ + 𝜇𝑎 = 𝜇ℎ +
𝜏𝑓

𝜎0

𝐴

𝐴0
 (4.4) 

𝜏𝑓はゴム-路面間のせん断応力であり，𝜏𝑓𝐴はゴムが接触領域から受ける力を表している．こ

こで，𝜇ℎ，𝐴/𝐴0 = 𝑃(𝜁)は式(4.1)- (4.3)を用いて計算を実行する．せん断応力𝜏𝑓を適切に見積

もるためには，結合破壊やき裂進展などのミクロスケールの現象への考察が必要である．

Lorenzらはき裂進展エネルギーの観点から𝜏𝑓を予測するモデルを構築した[20]．本研究では，

このモデルを用いて𝜏𝑓の計算を行う．具体的な計算方法は付録 A に記述する． 

 前項より， 𝛽 = 0.35の場合には 𝜁max = 102.4の計算値が， 𝛽 = 0.50の場合には 

𝜁max = 102.7の計算値がそれぞれ実験値と良く一致する．本節ではそれぞれの場合つい

て凝着項を計算し，式(4.4)を用いて摩擦係数𝜇を算出し，ドライにおける実験値との比較

を行う．計算条件は Table 4-1と同様である． 

 実験値および計算値の比較を Fig. 4-3に示す．実験値は R2およびウェットな路面 A の

条件における摩擦係数値を用いた．破線はドライ路面での実験値および𝜇ℎの計算値を示す．

また，実線はウェット路面での実験値および𝜇ℎ + 𝜇𝑎の計算値を示す． 

Fig. 4-3より，𝛽 = 0.35，𝜁max = 102.4の場合は𝛽 = 0.50，𝜁max = 102.7の場合と比較して

凝着項の摩擦係数が大きい．また，𝛽 = 0.35，𝜁max = 102.4において，全速度領域で摩擦係

数𝜇がドライ路面での実験値と比較して大きい．𝛽 = 0.50，𝜁max = 102.7において，𝑣 ≤ 10−3

の速度領域で摩擦係数𝜇がドライ路面での実験値と良く一致するが，より大きい速度領域で

は摩擦係数𝜇は実験値と比較して大きい． 
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(a) 

 

(b) 

Fig. 4-3 -v curves accounting for adhesive effect (R2, Surface A) 

(a) 𝜷 = 𝟎. 𝟑𝟓, 𝜻𝐦𝐚𝐱 = 𝟏𝟎𝟐.𝟒
 (b) 𝜷 = 𝟎. 𝟓𝟎, 𝜻𝐦𝐚𝐱 = 𝟏𝟎𝟐.𝟕

. 
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4.2  異種路面における摩擦係数予測 

 前節では，R2およびウェットな路面 Aの条件において非線形粘弾性挙動および凝着項の

影響を考慮した摩擦係数の計算を行い，実験値と比較した．本節では，R2および路面 Bを

用いた場合について，ウェット条件における値を用いて𝛽および𝜁maxを決定し，さらに凝着

項を計算し，ドライ条件下における摩擦係数の実験値との比較を行う．計算条件を Table 

4-2に示す． 

 

 

 

Table 4-2 Calculation conditions for R2 and Surface B. 

Surface data 

 Surface B 

𝑞0 [1/m] 3341.7 

ℎ0 [1/m] 50.5383 

𝐻 0.60671 

Rubber data 

 Rubber 2 

Viscoelastic property 

𝐸(𝜔) [Pa] 

if 𝜔 < 2𝜋 × 102 

Re 𝐸(𝜔) = ∑ 𝐸𝑖

𝑛

𝑖=0

  

Im 𝐸(𝜔) = (
𝜔

2𝜋
)

0.15

× 106.634

 

if 𝜔 ≥ 2𝜋 × 102 

𝐸0 + ∑{(1/𝐸𝑖) + (1/𝑖𝜔𝜂𝑖)}−1

𝑛

𝑖=0

 

Poisson’s ratio 𝜈 0.49 

Normal stress 𝜎0 [Pa] 2450.0 

Maximum magnification 𝜁max 102.4，102.7，103.0，103.4 

Sliding speed range [m/s] 1.0×10-4～1.0×10-2 
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 実験値および計算値の比較を Fig. 4-4に示す．実験値は R2およびウェットな路面 B の条

件における摩擦係数値を用いた．破線はドライ路面での実験値および𝜇ℎの計算値を示す．ま

た，実線はウェット路面での実験値および𝜇ℎ + 𝜇𝑎の計算値を示す．ウェットの場合と比較

することにより，𝛽 = 0.55，𝜁max = 102.8において𝑣 ≤ 10−3 m/sの速度領域で良い一致が得

られた．摩擦係数𝜇について，𝑣 = 10−4 m/sにおいては実験値と良く一致したが，より大き

い速度領域においては，実験値が計算値より大きく，実験値が計算値と比較して，すべり速

度に対する摩擦係数の増加率が大きい． 

 

 

 

 

Fig. 4-4 -v curves accounting for adhesive effect (R2, Surface B) 
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4.3  異種ゴムにおける摩擦係数予測 

本節では，R1について，実験値と計算値の比較を行う．計算条件は Table 4-1および Table 

4-2と同様である．路面 A および路面 Bについて，凝着項は考慮せず，𝛽 = 1.00，𝛽 = 0.50

において計算を行ったものをそれぞれ Fig. 4-5，Fig. 4-6に示す．実験値は R1およびウェッ

トな路面条件における摩擦係数値を用いた． 

Fig. 4-5より，路面 Aの場合，𝛽 = 1.00において，𝜁max = 103.4の場合に𝑣 = 10−3.5 m/sで

摩擦係数が良く一致しているが，すべり速度に対する摩擦係数の増加率は，実験値が計算値

と比較して大きい．また，𝛽 = 0.50において，𝜁max = 102.7の場合に𝑣 = 10−3.5 m/sで摩擦係

数が良く一致しているが，すべり速度に対する摩擦係数の増加率は，実験値が計算値と比較

して大きい． 

Fig. 4-6より，路面 Bの場合，𝛽 = 1.00において，すべり速度に対する摩擦係数の増加率

は，すべての𝜁maxに対して実験値が計算値と比較して大きい．また，𝛽 = 0.50において，

𝜁max = 102.7の場合に𝑣 = 10−4.0 m/sで摩擦係数が良く一致しているが，すべり速度に対す

る摩擦係数の増加率は，実験値が計算値と比較して大きい． 

グラフ Fig. 4-5 からも読み取れるように，Persson の摩擦理論においては，𝜁maxの増加に

伴いすべり速度に対する摩擦係数の増加率も大きくなる．よって，実験値における摩擦係数

の速度に対する増加率と一致させるには，𝜁max ≥ 103.4の範囲で𝜁maxを決定する必要があ

る．その場合，𝑞1~107 1/m以上となり，非常に大きなオーダーとなる． 

以上より，R1 においては前節で記述した手法を適用することができない．さらなる考察

は次節で行う． 
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(a) 

 

(b) 

Fig. 4-5 -v curves comparing the calculation with the experiment for R2 and Surface A under 

wet condition (a)𝜷 = 𝟏. 𝟎𝟎 (b) 𝜷 = 𝟎. 𝟓𝟎. 
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(a) 

 

(b) 

Fig. 4-6 -v curves comparing the calculation with the experiment for R2 and Surface B under 

wet condition (a)𝜷 = 𝟏. 𝟎𝟎 (b) 𝜷 = 𝟎. 𝟓𝟎. 
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4.4  考察 

 4.1 節および 4.2 節より得られた R2 についての路面データを Table 4-3 に示す．カットオ

フ波数𝑞1はゴム固有の値であり，路面の違いによる影響はないと考えられる．路面 A にお

いて𝑞1 = 2.5350 × 106 1/m，路面 B において𝑞1 = 2.3392 × 106 1/mであり，近い値を示し

ている． 

 路面 Bが路面 A と比較して摩擦係数が大きくなった原因としては，路面 B は路面と比較

して𝑞0，ℎ0，および𝐻の値が大きいため，式(4.1)の(𝑞0ℎ0)2𝐻の値が大きくなったことが考え

られる．また，路面 B が路面 A と比較してすべり速度に対する摩擦係数の増加率が大きく

なった原因としては，路面 Bは路面 A と比較してロールオフ波数𝑞0が小さい，すなわち𝜁max

が大きいため，式(4.1)における積分値の寄与が大きくなったためだと考えられる． 

 凝着項について，路面 A においては計算値と実験値が良く一致したが，路面 B において

は実験値が計算値より大きくなった．本研究における摩擦モデルでは掘り起こし摩擦など

のマクロな摩擦による効果を考慮していないため，実験値が計算値より大きな値を示した

と考えられる．ただし，路面 B は路面 A と比較して凝着項の摩擦係数が大きくなったが，

これは計算値においても同様であり定性的な一致は得た．路面 A および路面 B において，

速度と接触面積の割合𝑃(𝜁)の関係を Fig. 4-7 に示す．全速度領域において路面 B は路面 A

と比較して接触面積の割合が大きく，式(4.4)より凝着の摩擦係数は路面 B の方が大きな値

を示すことがわかる．式(4.2)および式(4.3)より𝑃(𝜁)は(𝑞0ℎ0)2𝐻と逆数に近い関係にあること

がわかり，上記と同様の理由により，接触面積の割合𝑃(𝜁)について路面 B が路面 A と比較

して大きな値を示すことがわかる． 

 R2 は R1 と比較して，すべり速度に対する摩擦係数の増加率が大きくなる．Table 3-1 に

も示したように，R1は R2と比較してSBRの配合量が少ない．これにより，R1は R2はと比

較してより波長の小さな路面凹凸に追従する，すなわち𝜁maxが大きくなると考えられる．

よって，すべり速度に対する摩擦係数の増加率は R1 が R2 と比較して大きくなったと考

えられる． 
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Table 4-3 Surface properties for R2. 

 Surface A Surface B 

𝑞0 [1/m] 5.0700 × 103 3.3417 × 103 

𝑞1 [1/m] 2.5350 × 106 2.3392 × 106 

ℎ0 [𝜇m] 82.8859 50.5383 

𝐻 0.63069 0.60671 

𝛽 0.50 0.55 

 

 

 

 

Fig. 4-7 v-p curve comparing Surface A with Surface B (R2, wet) 
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 R1について，R2と同様の手法では合わせ込みが困難であることが前節で示された．ここ

で，周波数が10 Hzにおけるひずみと複素弾性率𝐸(𝜔)，損失正接tan 𝛿の関係を Fig. 4-8に示

す．ひずみの増加に伴い，貯蔵弾性率，損失弾性率ともに減少し，ひずみが10−1付近で損失

正接はピークを迎え，より大きいひずみでは損失正接は減少に転じていることがわかる．

4.1.2 で用いた非線形粘弾性挙動のモデルでは，すべての波数領域において貯蔵弾性率𝐸′が

一律に𝛽𝐸′になるとして計算を行ったが，ひずみに依存して貯蔵弾性率𝐸′の値が変化してお

り，𝛽をひずみの関数として定義する必要がある．本研究における手法において，𝛽 = 0.50

の場合，貯蔵弾性率𝐸′は一律に半分となる．一方，Fig. 3-1 と Fig. 4-8 を比較することによ

り，𝐸′の値は 1/10以下に減少している．よって，𝛽をひずみの関数として定義する場合の方

が，𝛽を一定とする場合より貯蔵弾性率𝐸′の値は小さくなると考えられ，すなわちすべり速

度に対する摩擦係数の増加率が大きくなると考えられる．これは，𝛽をひずみの関数として

定義することにより，実験値と計算値の合わせ込みが可能であることを示唆している． 

 

 

 

 

Fig. 4-8 Nonlinear viscoelastic behaviors of R1 and R2; the change in the complex elastic 

modulus as a function of dynamic strain amplitude.  



65 
第 5章 結論 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第5章 結論 

  



66 
第 5章 結論 

本研究では，ゴム 2 種(R1 および R2)と路面 2 種(路面 A および路面 B)の組み合わせに対

してそれぞれ摩擦試験を実施した．ドライ状態の路面に加えて，ウェット状態での路面につ

いても摩擦試験を行い，ヒステリシス摩擦と凝着摩擦に起因する摩擦係数を測定した． 

次に，Persson の摩擦理論を用いて，計算値と実験値の合わせ込みを行った．R2について，

路面 Aと路面 B ともに𝜁maxが先行研究[20]におけるオーダーと比較して非常に大きくなっ

た．そこで，Persson の摩擦理論において，非線形粘弾性挙動を考慮したモデルを考え， 

計算値と実験値の合わせ込みを行った．路面 Aでは𝛽 = 0.50，𝜁max = 102.7とすることに

より合わせ込みが可能であることがわかった．路面 Bでは𝛽 = 0.55，𝜁max = 102.8とするこ

とによりヒステリシス摩擦を合わせ込むことはできたが，凝着項においては実験値が計

算値と比較して 0.1程度大きくなった．カットオフ波数𝑞1について，合わせ込みにおける結

果より，路面 Aにおいて𝑞1 = 2.5350 × 106 1/m，路面 B において𝑞1 = 2.3392 × 106 1/mが

得られ，2 種類の路面においてカットオフ波数が良く一致し，また，先行研究[20]とのオー

ダーとも一致した．凝着項について，実験値と計算値で大小関係は一致し，定性的な一致は

得られた．R1 については，実験で得られたすべり速度に伴う摩擦係数の増加率が，提案し

たモデルでは表現できないことを示した．その改良点として，𝛽をひずみの関数として定義

し，Perssonの摩擦モデルに組み込む方法が考えられ，これは今後改善すべき課題である． 
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付録 A き裂進展に基づくせん断応力の導出 

 凝着項におけるせん断応力を，ゴム-路面間の接触領域におけるき裂進展エネルギーから

見積もる手法について示す．き裂進展の速度𝑣とすると，き裂進展エネルギー𝐺(𝑣)とき裂先

端半径𝑎(𝑣)には次のような関係式が成り立つ． 

 
𝑎(𝑣)

𝑎0
=

𝐺(𝑣)

𝐺0
 (A.1) 

ここで，𝑎0，𝐺0はき裂進展の速度が非常に低速な場合における𝑎(𝑣)，𝐺(𝑣)である． Lorenz

らはさらなる考察を行うことにより，式(A.1)の左辺を次のように記述した[20]． 

 
𝑎(𝑣)

𝑎0
= 1 − (1 −

𝐸(𝜔0)

𝐸(𝜔1)
)

∫ 𝑑𝜁𝐹(𝜔0𝑒𝜁)Im[1/𝐸(𝜔0𝑒𝜁)]
𝜁∗

0

∫ 𝑑𝜁Im[1/𝐸(𝜔0𝑒𝜁)]
𝜁∗

0

 (A.2) 

ただし，𝐹(𝜔0𝑒𝜁)および𝜁∗は以下の式で表される． 

 𝐹(𝜔0𝑒𝜁) = [1 − 𝑒2(𝜁−𝜁∗)]
1/2

 (A.3) 

 𝜁∗ = ln (
2𝜋𝑣𝑎𝑇

𝑎𝜔0
) (A.4) 

ここで，𝑎𝑇は式(3.1)におけるシフトファクターであり，𝐸(𝜔0) ≈ 𝐸(0)，𝐸(𝜔1) ≈ 𝐸(∞)であ

る．真実接触面積の代表長さを𝑙とすると，せん断応力𝜏𝑓は次式で表される． 

 𝜏𝑓 =
𝐺(𝑣)

𝐺0

𝐺0

𝑙
 (A.5) 

式(A.1)-(A.5)を用いることにより𝜏𝑓の導出を行う．本研究の計算においては，𝜔0 = 10−6，

𝜔1 = 109とし，十分広い領域において積分計算を行った．また，参考文献[20]より，𝑎0 =

10−9 m，𝐺0/𝑙 = 0.25 MPaとした． 
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